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研究成果の概要：本研究では、障害のある人が当事者として支援技術開発に参加できるための

意義を整理すると同時にそのための教育カリキュラムを開発した。そして当事者に研修を行な

い開発周辺の仕事に参加してもらった。障害のある当事者が支援技術開発に関与することでピ

アから情報を得やすいなどユーザ本位な開発が充実していくだけでなく、障害当事者の雇用や

生涯学習の機会を生み出せる可能性を示した。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 6,700,000 2,010,000 8,710,000 

２００７年度 4,100,000 1,230,000 5,330,000 

２００８年度 4,400,000 1,320,000 5,720,000 

年度    

  年度    

総 計 15,200,000 4,560,000 19,760,000 

 
 
研究分野：総合領域 
科研費の分科・細目：人間医工学・リハビリテーション科学、福祉工学 
キーワード：福祉工学、支援技術、障害者、教育プログラム 
 
１．研究開始当初の背景 
バリアフリー環境の整備に向けた試みに
おいて、当事者である障害者・高齢者の視点
は必ずしも十分でない。そのため、提供され
た支援に満足できなかったり、開発された製
品の実用性に問題が生じたりする場合があ
る。バリアフリー環境の実現においては、支
援対象および支援方法に関する理念的方向
付けを、障害学や差別論などの人文科学的研
究の視点から行い、科学技術の利用に人間本
位の視点を取り戻すための研究を実施しな
ければならない。また、先端的テクノロジー
を障害者・高齢者の支援技術に応用するには、

ユーザである障害者・高齢者のニーズを把握
し、また、技術をユーザの立場から客観的に
評価していくシステム構築が不可欠である。
さらに、情報支援が必要な障害者に対し、モ
バイル・ウェアラブル技術に代表される先端
的情報技術を用いることで情報保障を行う
支援技術の開発を行う必要がある。そして、
バリアフリー空間創出に向けた研究の諸段
階で生み出された新規技術を、障害者・高齢
者にとどまらず、広範なユーザを対象にした
技術へ応用していくためのコーディネータ
の養成が必要であると考えた。 
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２．研究の目的 
本研究では、支援技術開発においてユーザ
と開発者・支援者を適切に結びつけるコーデ
ィネータ養成システムの構築を目的とした。
そこで以下の４つの観点からその実現を目
指した。 
(1)支援技術開発における障害当事者参加の
意義と問題点の整理 
(2)コーディネータ養成カリキュラムの作成 
(3)当事者への研修の実施および開発作業へ
の参加 
(4)養成システムのバックボーンとなるデー
タベースの構築とホームページの公開 
 
 
３．研究の方法 
(1)支援技術開発における障害当事者参加の
意義と問題点の整理： 
障害学および社会学分野の文献調査を実
施すると同時に、わが国の支援技術開発（視
覚障害向けコンピュータアクセシビリティ
技術および肢体不自由向けコミュニケーシ
ョンエイド）に関与した技術者およびその関
係者 10 名に対し、開発当時の技術動向、当
事者関与の状況、その意義と問題点を中心に
詳細な聞き取り調査を実施した。 
 
(2)コーディネータ養成カリキュラムの作成： 
ユーザと開発者・支援者を適切に結びつけ
るコーディネータに必要な知識や技術につ
いて、理論と実践の観点から分析した。また
既存の支援技術研修カリキュラムである福
祉情報技術コーディネータ養成カリキュラ
ムも参考にし、支援技術専門家および当事者
も交えた検討会を開催してコーディネータ
の養成カリキュラムを検討した。従来から、
開発者・支援者に対する障害理解教育は実施
されているが、シーズが主体となっており、
ユーザのニーズを反映したプログラムでは
なかった。そこで、本研究では、開発者・支
援者への障害理解教育においては、障害の特
性についての理解だけでなく、障害者の人権
や文化の尊重、障害に対する共感的理解の向
上をはかるため、ロールプレイ、当事者との
対話など実践的方法を取り込むよう留意し
た。 
 
(3)当事者への研修の実施および開発作業へ
の参加： 
作成したカリキュラムを用いて筋ジスト
ロフィのある研究協力者４名に対し 10 時間
の研修を実施した。彼らはすでに支援技術の
知識を有していたため（1 名は福祉情報技術
コーディネータ 3 級を有する）、新たに付加
した「機器開発の歴史と当事者参加の意義」、
「障害の多様性に対する理解」、「支援技術機
器の体系的理解」を中心に講義を行った。 

研修終了後、彼らに対し、模擬開発作業へ
試行的に参加してもらったが、病院内で生活
し社会的経験が不足している事から、現状す
ぐには実際の企業の開発作業への参加は難
しいと判断した。そこで大学内での支援技術
製品調査にアルバイトとして従事してもら
い、研修の課題を明確にすることにした。そ
の職務は、データベースに登録する新しい製
について企業に問い合わせ、その機能や利用
想定場面について詳細に把握することであ
った。これは様々な障害の理解や製品機能の
体系的理解がなければ難しいものであり、そ
の作業プロセスの分析を通して、そのカリキ
ュラムと研修方法の評価を行った。 
 
(4)養成システムのバックボーンとなるデー
タベースの構築とホームページの公開： 
 本研究によって得られた成果を広く公開
し、ユーザ本位の技術開発等の普及を行うた
め製品データおよび障害の多様性理解の 1手
法としてのリビングライブラリーに関する
ホームページを作成した。 
 
４．研究成果 
(1)支援技術開発における当事者の役割 
支援技術や技術開発におけるユーザ本位
の視点がどのようなメリットを提供するか
について、支援技術開発当事者へのインタビ
ューおよび文献研究を通じて検討した。 
開発当事者へのインタビューの結果、我が
国の視覚障害関連支援技術の開発において
は障害のある人自らが、あるいはニーズに迫
られた教師が必要に駆られて開発を開始、一
方、肢体不自由関連の支援技術開発では、当
事者のニーズを聞いて心を動かされた技術
者が社会貢献的に開始したケースが大半で
あった。この時点では必ずしも多くの当事者
の意見の吸収はなされておらず、初期の段階
では支援技術が使えることが重要であり、一
部の障害当事者の意見だけであっても不満
はなかったと言える。その後も、障害のある
人のニーズを広汎に収集したという報告は
聞けなかった。しかし、支援技術が成熟して
きた今日、既存の支援技術に何が必要かとい
う技術スペックは明確となっており、障害を
有するからといった立場での参加の必要性
は薄いと考えられる。専門性・客観性の無い
障害当事者の開発参加では１利用者の意見
に左右され、偏った製品が生まれる可能性が
ある。むしろ支援技術を体系的に理解したコ
ーディネータが求められていると言える。 
中西・上野（2003）によれば、障害当事者
が中心となって社会を変革する立場の概念
規定を「当事者主権」という用語で説明する。
そこでは、当事者とは、「問題をかかえた
人々」と同義ではなく、私の現在の状態を、
こうあってほしい状態に対する不足ととら



 

 

えて、そうではない新しい現実をつくりだそ
うとする構想力を持ったときに、はじめてニ
ーズとは何かがわかり、人は当事者となる、
という．また、ニーズはあるのではなく、つ
くられる。しかし、中西らの考えは身体障害
をベースにしており、認知症や重度知的障害
の人のようにニーズを顕在化出来ない人は
当事者として意見を主張しにくく、第３者が
観察等で代弁する事が重要であるのは明白
である。よって、本研究プロジェクトにおけ
る当事者理念の枠組みは、障害者本人、開発
者、それを研究する研究者など、その技術開
発に関心を持つすべての人々が当事者であ
ることした。そして、当事者であるためには
科学的根拠を基盤とした知見を有する必要
があると考えた。 
 
(2) コーディネータに必要な要件の整理と
カリキュラムの構成・実施方法の検討 
議論の結果、福祉情報技術コーディネータ
養成プログラム（e-AT利用促進協会、 2003）
をベースに、製品開発の現場に対するフィー
ルド調査、現状のコーディネータ活用の有無
とその役割の分析を実施した。その結果、「機
器開発の歴史と当事者参加の意義」、「障害の
多様性に対する理解」、「支援技術機器の体系
的理解」をカリキュラムのキーポイントとし
て抽出し、新たに付け加えた。 
「製品理解」については、我々が作成した
製品データベース（http://at2ed.jp）と拡
大読書器、VOCAなどの機能スペック表を利用
し、支援技術製品を体系的に理解することを
求めることとした。また、「障害の多様性の
理解」については、通常の講義形式だけでな
く、ピアによる研修とロールプレイによる研
修を、さらに Living Libraryという当事者
の語りを直接聞く手法を取り入れた。 
 
(3)障害当事者への研修実施と開発作業への
参加 
研修実施後、模擬開発作業を実施したとこ
ろ、就労経験の無い研究協力者が就労に対し
現実的イメージを描けておらず、また、電話
やメールでのコミュニケーションスキルが
不十分な点などが問題として明らかになっ
た。現状では企業の開発労務への参加は困難
と考え、大学研究室の支援技術データベース
の開発作業に従事してもらうこととした。調
査作業においては、研究協力者間の知識の差
はあるものの、研修により重要なポイントが
明確になっているため、要求通りの成果が得
られている。支援技術そのものに対する知識
は調べ、あるいは質問することで補えること
から「障害の多様性の理解」、「機器の一般的
機能全体の把握」といった枠を示す事が重要
であることが確認できた。 
障害当事者である事のメリットとしては、

支援技術を利用する彼らであるからこそ継
続的に利用しながらの評価が可能な点、また、
ピアへの意見収集が容易である点があげら
れた。しかし、その他の点では障害のない人
との差は大きくない。そのため実際に仕事と
して積極的に支援技術開発に参画するには、
「障害の多様性の理解」、「機器の一般的機能
全体の把握」のみならず、社会的スキルが備
わっているか否かで判断される可能性があ
る。 
 
(4)研修資料のデータベース化とホームペー
ジ・支援技術ブログの構築 
支援技術の進歩は著しく、最新の知識をど
のように修得し、高い専門性を保つかが課題
として上がった。対面型研修は頻繁な実施が
困難であり、障害のある当事者には参加バリ
アが高い。それをクリアする手段としてビデ
オ会議システムを用いて支援技術に関する
研究ミーティングへの参加をコーディネー
タに求める事とした。東京大学中邑研究室で
毎週開かれるこのミーティングでは支援技
術に関する意見交換が行われており、その中
で上がった製品情報が支援技術製品データ
ベース（http://at2ed.jp/）に反映される。
このサイト内のブログでは、議論の内容が常
時アップされ参加者がブログ上でも研修で
きる仕組みにもなっている。本研究の協力者
である筋ジストロフィ者4名は、ミーティン
グ時に取り上げられた製品情報の詳細なス
ペックを企業に問い合わせる事を仕事とし
て委託され、働きながら常に専門性を高める
ことができている。参加者の1名は企業の製
品評価の仕事を個人的に受注しており、本研
究は障害者雇用の観点でも新しい方向性を
示せたと考える。  
障害理解方法の１つであるリビングライ
ブラリーについてもホームページ 
（http://living-library.jp/index.html）
を設置し情報提供を実施している 
 
本研究では、障害当事者が支援技術開発に
貢献できるコーディネータ養成システムを
検討した。支援技術製品市場が成熟した今日
では障害のある個人のレベルでの発言より
も多様な障害に対して多くの機能を有する
製品が存在することを踏まえての発言が重
要である。そのため、コーディネータを養成
する上で、「障害の多様性の理解」、「支援技
術の一般的機能の把握」が不可欠である。ま
た、技術進展の速度が速いため障害当事者に
とって受講容易なリカレント教育システム
を合わせて提供する必要性も明らかになっ
た。障害当事者コーディネータの養成が、よ
りユーザ本位な支援技術開発を促進するだ
けでなく、障害当事者の雇用や生涯学習の機
会を生み出す点でも大きな意義があること



 

 

を本研究は示している。 
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